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　安倍首相が「デフレ脱却に向けた局面変化がみられる」
と12月の参議院本会議で発言しました。明るいニュース
に思えますが、そもそもどのような経済状態がデフレ脱
却とされるのでしょうか？
　デフレ脱却とは、「物価が持続的に下落する状況を脱
し、再びそうした状況に戻る見込みがないこと」と内閣府
によって定義されています。政府は月例経済報告におい
て2001年に初めてデフレ認定を行いました。06年には
一時デフレの文言は削除されましたが、デフレ脱却を宣
言する前に、リーマンショックの発生によって物価は下落
し、再びデフレ状態と認定されました（資料1）。再びデフ
レの文言が削除された13年以降も、デフレに逆戻りする
可能性が払拭できないという理由から、デフレ脱却の判
断は見送られてきています。
　政府がデフレ脱却を判断する際には、①消費者物価指
数、②GDPデフレーターといった足元の物価に加えて、
③GDPギャップ、④単位労働コスト等の経済指標が総合
的に考慮されます（資料2）。17年7-9月期GDPの公表に
おいて、GDPデフレーターが5四半期ぶりにプラスに転
じ、25年ぶりに上記4指標が揃ってプラスとなりました

（資料3）。これは、デフレ脱却への大きな一歩として受け
止められています。

　もし、デフレ脱却宣言が行われれば、政府が物価上昇
の持続性にお墨付きを与えることになり、今後の政策方
針を左右する可能性があります。景気が好調なことは、裏
を返せば景気刺激策の必要性が薄れることを意味するか
らです。日銀の大規模金融緩和の縮小や19年10月に予
定されている消費増税が実施される可能性が高まるで
しょう。
　これらの政策方針の決定は、実体経済に大きな影響を
与えます。デフレ脱却宣言が行われるのかは2018年の
日本経済を見るうえで、重要なテーマの一つです。

注目が集まるデフレ脱却宣言

デフレ脱却が宣言されると

資料1 月例経済報告における物価判断の変遷

（出所）内閣府「月例経済報告」より筆者作成

資料3 重視される4指標の推移

（出所）内閣府、総務省、日本銀行
（注）GDPデフレーターとULCは95年以前は2000年基準、GDPギャップ以外は前年比

資料2 デフレ脱却の重視項目

（出所）各種資料より筆者作成
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